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原子力災害対策担当室

平成24年度内閣府本府政策評価書（事後評価）
（内閣府24－5（政策４－施策①））

施策名 原子力発電施設周辺地域における防災対策の充実・強化〔政策４．原子力災害対策の充実・強化〕

施策の概要
原子力については、万一の事故にも機能する防災体制を日頃から整備しておくことが重要であり、特に原子力施設周
辺地域における取組を支援することにより、これらの災害対策の充実・強化を図る。

達成すべき目標
原子力災害から国民の生命、身体及び財産を保護するため、原子力施設周辺地域において防災活動上必要となる資
機材、設備、施設等を着実に整備するなどして、原子力災害対策の充実・強化を図る。

施策の予算額・執行額等

区分 22年度 23年度 24年度 25年度

予算の
状況

（千円）

- - 6,229,883 11,047,100

12,871,875

執行額（千円）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

地域防災計画の充実に向けた今後の対応(平成25年9月3日 原子力防災会議決定 )

測定指標

原子力緊急時連絡網、原子力防災
資機材等の整備、住民防護対策の

強化件数

実績値

年度ごとの目標値

地域防災計画を策定する都道府県
への支援件数

実績値

年度ごとの目標値

平成25年９月

施策に関する評価結果

目標の達成状況
地域防災計画を策定する都道府県への支援を行い、原子力緊急時連絡網、原子
力防災資機材等の整備、住民防護対策の強化が行われている。

目標期間終了時点の総括

【目標の達成状況の検証】
平成24年度、原子力規制委員会において、原子力災害対策指針が策定されたと
ころ、これにより、原子力発電施設に係る原子力災害対策重点区域が、従来の周
囲10kmの範囲であったものが周囲30km（目安）の範囲に拡大された。このため、
原子力発電施設及びそれ以外の原子力施設に係る原子力災害対策重点区域の
範囲に含まれる24道府県を対象として、これら道府県が行う原子力緊急時連絡
網、原子力防災資機材等の整備を着実に支援をおこなった。
こうした原子力防災体制の充実・強化は継続的な取組として行う必要があるため、
24道府県数を基準及び目標として、平成25年度以降も継続的に支援していく。
【今後の方向性】
今後の原子力災害対策指針の見直しの状況を注視しつつ、必要に応じて、目標
値を検討していく。
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